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1. はじめに
閾値（threshold）という言葉に最近少しばかり興味

を惹かれているので、これについて思うところを簡単
に述べてみたい。この言葉は様々な学術分野（例えば
理学、工学、医学、化学、社会学、心理学等）でも使
われており、その定義を明確に述べるのは難しい。こ
こでは『何かを引き起こすのに必要な値または基準線、
これを超えると時と場合によっては、何かだけでなく、
それを包摂する周囲のシステム全体に不可逆的な大き
な変化をもたらす。』と定義する。この定義による『何
か』とはそれを対象とする主体により様々である。身
近な例としては、主体が個人の場合、原稿（あるいは
仕事や納期）の〆切や試験等の合否ラインかもしれな
い。そして主体が個々の人々から構成される社会の場
合、気候変動は当然のこととして、社会制度の構造改
革そして戦争や病原菌によるパンデミック等の事象も
ある閾値を超えた結果として生じたものであり、全世
界の社会・経済システム全体に極めて大きな変化を与
えていることは周知のとおりである。このように閾値
は我々に色々と考える契機を与えてくれる言葉である
が、これ以上述べるのは本稿の主旨からずれるので、
この辺りに留めておきたい。ただ私がとくに興味深く
思うところは、閾値そのものは値が固定されているわ
けではなく主に社会・経済状況および自然環境の変化
に付随して人為の有無を含めて変化する性質を強く有
している点にあり、かつ最初の変化自体は気づかない
事が多いが、それが累積した結果、ある時点を境にい
きなり個人そして個々人から構成される社会システム
全体に重大な変化を与えているように見えることで
ある。

そろそろ本題に戻るが、読者のほとんどの方が取り
組まれている豪雨による土砂災害対策において、気候
変動が閾値の変化に与える影響は当然ながら、社会・
経済活動（人々の生活）に応じた人間活動が閾値の変
化に与える影響への視点が重要であることは述べるま
でもない。そして森林は人間活動の影響を受けやすい
要素の一つである。したがって森林の防災・減災機能

の閾値（以降の文章中では単に「森林閾値」と称する）
が人間活動によってどのように変化したかについて本
稿で簡単に触れることも一定程度の意義があるのかも
しれない。

2. �日本の森林と水害による死者・
行方不明者数の変化に基づく森
林閾値について

日本の森林は過去から現在まで大きく変貌してい
る。これをベースに、太平洋戦争後の約 50 年から
70 年程度の時間スケールにおける日本の森林と水害
による死者・行方不明者数の変化について述べる（図
-1、2参照）。図-1（a1）、（b1）に治山事業による岡
山県玉野市の 1950 年頃および 2012 年の森林状態を、
図-1（a2）、（b2）に 1983 年および 2017 年の豪雨によ
り人工林内で発生した表層崩壊の状況を示す。図-1
（a1）、（b1）からは 1950 年頃の森林は植生に乏しい荒
廃森林であったのに対し、その後の治山事業により
2012 年には成熟林へと変化していること、図-1（a2）、
（b2）からは 1983 年では皆伐地を中心に発生してい
た表層崩壊が 2017 年では人工林内を中心に発生して
いることがわかる。この 2017 年の表層崩壊の多くは
林齢 50 年生以上の成熟したスギ・ヒノキ林で発生し
たことが報告されている（例えば、浅田ら、2020）。
なお図-1に示した事例は日本全国の森林状況を反映
したものである。この点について、日本全国の森林
蓄積と水害による死者・行方不明者数の推移および
両者の関係を図-2に示す。図-2の死者・行方不明者
数は国土交通省（2023）による 1946 年から 2023 年
までの 78 年間のデータを、森林蓄積の推移は林野庁

（2017）による 1966 年から 2017 年までの 52 年間の
データを基にしている。図-2（a）より 1950 年代には
水害による死者・行方不明者数は数千人規模であっ
たのに対し、その後の森林蓄積の増大に従って 10 の
べき乗スケ－ルで減少傾向にあることが分かる。図-1
（a1）、（b1）に示した森林の変化の一事例が日本全体
の状況を反映していることを示唆している。また図
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-2（b）より森林蓄積の増加とともに水害による死者・
行方不明者数は減少するものの、森林蓄積が約 120
～ 150 （m3/ha）を境に定常に近い状態に推移してい
ることがわかる。これはもちろん森林蓄積の変化だ
けでなく堤防や砂防えん堤等による基盤整備が進め
られてきたこと、そして警戒・避難等の防災対策が
進められたことも当然ながら影響している。ただし
図-2に示す結果は、森林関係者ならびに防災関係者
は勿論、それ以外の多くの人が直観的に認識してい
る森林閾値が存在すること、そして森林閾値が森林
状態の定量的指標の一つである森林蓄積に応じて変
化している事を意味する。

次に図-1および図-2によって示された森林閾値の
基本概念について述べる（図-3参照）。横軸に時間
スケールを、左側縦軸および右側縦軸に水害を発生
させた降雨外力ならびに森林の防災・減災機能をとっ
た概念図を図-3に示す。なお図-3における横軸の時

間スケールは図-2（a）の時間スケールに、右側縦軸
に示す森林の防災・減災機能は同じく図-2（a）の森
林蓄積の変化にそれぞれ対応させて描いたつもりで
ある。本図の意味は以下の 3 点に要約される。

（1） �森林の防災・減災機能が低い場合は、容易に降雨
外力が森林閾値を超えるため災害は頻発する傾向
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1983年，島根県で発生した表層崩壊 2017年，福岡県朝倉市で発生した表層崩壊
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 図-1 　�日本における森林植生および山腹崩壊の変化事例
（a1→ b1）治山事業による森林の変化。岡山県玉野市 （林野庁、2013）。（a2 → b2）山腹崩壊の変化。（a2）
1983 年 7 月豪雨により人工林皆伐地を中心に発生した表層崩壊（林野庁、2023）。（b2）2017 年 7 月九
州北部豪雨により林齢 50 年生以上の人工林で発生した表層崩壊（黒川、2019）。

 図-2 　�日本全国の森林蓄積と水害による死者・行方不明者数の推移および両者の関係
（a）森林蓄積と死者・行方不明者数の推移。白丸および赤実線は各年の死者・行方不明者数と 3 年移動平均を、黒丸は 1966 年から 2017 年
までの森林蓄積を各々示す。（b）森林蓄積と死者・行方不明者数の 3 年移動平均の関係。

 図-3 　�降雨外力と森林の防災・減災機能の関係に基づいた基本概念
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を示すこと。
（2） �森林閾値が増加するにつれて発生頻度は減少傾向

を示すものの、森林閾値には限界が存在するため
発生頻度は 0 にならないこと。

（3） �災害規模は対象地域に作用する豪雨外力とその地
域の森林閾値との関係によって規定される構造を
有することが、本図を図-2（a）と合わせてみると
容易に理解できること。

すなわち、災害発生前後の時間帯のどこかに存在
する降雨外力が森林閾値であり、言い方を変えれば
森林状態の変化に対応した森林の防災・減災機能の
限界値ということになる。この誰にでも容易に理解
できる基本概念を用いて森林状態の変化に応じた森
林閾値について簡単に検討した事例について次章以
降で紹介する。

3. �森林状態の変化に応じた森林閾
値の検討事例（東京都伊豆大島
を対象として）

対象地の概況

対象地の概況について述べる（図-4、5参照）。伊
豆大島は東京の南西約 120km、伊豆半島の東、北西

太平洋に位置し、頂上カルデラ内に活火山である中央
峰（三原山）を持つ玄武岩質の成層火山である。本島
の元町地区において 2013 年 10 月台風 26 号（Typhoon 
Wipha）の豪雨を誘因として発生した表層崩壊・土石
流により甚大な土砂災害が発生した（伊豆大島土砂災
害対策検討委員会、2014）。図-4に災害発生直後の空
中斜め写真を示す。一般に降雨を誘因とする山地にお
ける表層崩壊は谷筋の集水地形が明瞭な箇所を中心
に発生することが知られているが、図-4からは集水
地形が明瞭でない箇所においても、山腹斜面上部の
広範囲にわたって崩壊が発生していることがわかる。
同地区は 2013 年 10 月以外にも 1958 年 9 月狩野川台
風（Typhoon Ida）の豪雨による土砂災害が発生して
いる（気象庁、1964）。図-5に伊豆大島の概略ならび
に 1958 年、2013 年の台風により生じた表層崩壊・土
石流の土砂移動範囲を示す。図-5（b）、（c）は図-5（a）
に示した矩形範囲に対応する両台風による土砂移動範
囲を示したものである。本図より 1958 年の土砂移動
範囲は 2013 年のものと比較して小規模であり、かつ
谷筋の集水地形が明瞭な箇所で発生していることがわ
かる。

1958年から2013年までの森林植生の変化

1958 年から 2013 年までの森林植生の変化について
述べる（図-6参照）。1976 年から 2013 年までの森林
植生の変化については 3 か所の崩壊地周辺における
樹木バイオマス量調査から推定されている（伊藤ら、
2016：大丸、2016）。なお調査地点の位置概略につい
ては図-5（b）、（c）を参照されたい。これを基に推定
した 1958 年から 2013 年までの森林植生の変化を図-6
に示す。 本図において 1976 年、2013 年の樹木バイオ
マス量（樹木の地上部と地下部の根系の合計生重量）
は 3 調査地点の幾何平均から算出し、1958 年の値は両
年の外挿により推定している。図-6から 1958 年から
2013 年にかけて単位面積あたりの樹木バイオマス量
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 図-4　�2013 年 10 月台風 Wipha により伊豆大島で発生した山地災害
（2013 年 10 月 16 日撮影アジア航測株式会社）

 図-6　�1958 年、1976 年および 2013 年の推定値による崩壊地周辺
の樹木バイオマス量の 1958 年から 2013 年までの経年変化　
2013 年および 1976 年の値は伊藤ら（2016）による 3 調査地
点（図 -5 参照）の幾何平均値。1958 年の値は 1976 年および
2013 年の外挿により推定。

 図-5　�伊豆大島の概略ならびに 1958 年、2013 年の台風により生じた
表層崩壊、土石流による土砂移動範囲（黄色網掛け部分）
（a）位置、地形の概略。（b）1958年土砂移動範囲（気象庁、1964）。
（c）2013年土砂移動範囲（国土地理院、2013）。（b、c）赤丸：2013
年崩壊地周辺の樹木バイオマス量調査地点（伊藤ら、2016）。
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（t/ha）が 260 から 397 と約 50% 増加していることが
わかる。

両台風における災害発生時間帯ならびに降雨特性

両台風における災害発生時間帯と降雨特性につい
て述べる（図-7、8参照）。使用した降水データは
1950 年から 2023 年までの気象庁所管の大島特別地域
気象観測所の前 1 時間降水量である。図-7に 1958 年、
2013 年の台風による 2 日間の災害発生時間帯を含む
1 時間単位の降雨時系列変化を示す。本図における灰
色網掛け部分は、災害発生時間帯を 1 時間の範囲で示
している。この図で示す災害発生時間帯は 1958 年が
日本経済新聞 2013 年 11 月 2 日のオンライン版に記載
された記事を、2013 年が Ogiso and Yomogida （2015）
による島内に複数設置されている地震計の解析結果を
基にしている。その結果 1958 年が 9 月 26 日の 16 時か
ら 17 時、2013 年が 10 月 16 日の 2 時から 3 時である
ことを確認している。またその時間帯における 1 時間
雨量を水平赤点線で、災害発生時間帯最終時刻の積算
雨量を水平赤実線で各々示している。水平赤実線の上
に記載されている D は降雨イベント開始時刻から災害
発生時間帯最終時刻までの降雨継続時間を示す。なお
積算雨量の算出には降雨イベントで区分する必要があ
るが、ここでは一般的に使用されることの多い 24 時
間連続無降雨期間によって区分している。本図から災
害発生時間帯の 1 時間雨量および最終時刻までの積算
雨 量 が、1958 年 が 87.5mm/h、470.2mm、2013 年 が
118.0mm/h、578.0mm となっていることがわかる。伊
豆大島における 1991 年から 2020 年までの 9 月および
10 月の月雨量の平年値はそれぞれ 341.3mm、405.2mm
であり（気象庁、2025）、両年とも災害発生時刻まで
の積算雨量が月平年値を超える記録破りの豪雨であっ
たことが分かる。

次に両台風の降雨特性について述べる（図-8参照）。
降雨特性については世界で広く使われている降雨継続

時間 D（h）と平均降雨強度 I（mm/h）もしくは積算
降水量 E の関係による経験的手法により示す。降雨継
続時間と平均降雨強度の関係（以降は「I-D」と称する）
については古くから研究されてきているが、Caine

（1980）は世界中の 73 の地域で報告されたデータをも
とに表層崩壊・土石流を発生させる降雨閾値の世界基
準の下限値が以下の式（1）で経験的に示されること
を世界で初めて提示した。

I=14.82 × D-0.39  （0.167<D<240）・・・・・・・・（1）
ただし D は降雨イベントの継続時間（h）、I は平均

降雨強度（mm/h）である。
Caine（1980）が示したこの先駆的な研究以来、こ

れをベースとする様々な評価法が世界中で提案されて
きており、本稿でもこれを使用することとする。図-8
に図-7に示す両台風における I-D による降雨継続時間
と平均降雨強度のプロットを Caine （1980）が提示し
た（1）式および 73 のプロットと合わせて示す。本図
から、2013 年の降雨特性（D=19h、I=27.3mm/h）が
下限ラインを大きく超える位置にプロットされている
のに対して、1958 年の降雨特性（D=134h、I=3.2mm/
h）は 2013 年と比較すると下限ラインに近い位置にプ
ロットされていることが分かる。Caine （1980）はこの

 図-8　�1958 年、2013 年の台風における降雨継続時間－平均降雨強
度関係および表層崩壊・土石流の世界基準閾線（Caine,1980）
白丸、黒丸および赤丸は Caine（1980）の 73 の降雨イベント、
台風 Ida、台風 Wipha を各々示す。
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 図-7 　�1958 年、2013 年の台風による1 時間単位の降雨時系列変化
（a）台風 Ida。（b）台風 Wipha。灰色網掛け部分は災害発生時間帯を、赤点線および赤実線は災害発生時間帯における1 時間雨量、災害発生
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点について、降雨継続時間が短くなりすぎても、長く
なりすぎても下限ラインとの適合が悪くなることを指
摘している。実際に Caine （1980）が解析に使用した
73 事例の D の範囲は 0.02 時間から 2208 時間までの範
囲であり、そのうち 0.17 時間（10 分）から 240 時間

（10 日間）の範囲では比較的適合度が高いことを踏ま
えた上で（1）式を提示している。1958 年と 2013 年の
降雨特性の違いの一つにはこの点が関与していると推
察されるものの、両台風とも下限ラインを超えており
世界中で幅広く使用されている I-D を用いた降雨特性
の経験的評価法の信頼性を大きく損なうものではない
であろう。

森林閾値に対応した降雨外力の評価

森林閾値に対応した降雨外力の評価について述べ
る。最初に降雨外力の評価法について説明する。使
用した評価法は以下に示す 2 つの手法を使用した（図
-9参照）。

（手法 1）I-D による経験的手法
（手法 2）日本の土砂災害警戒情報で適用されている土
壌雨量指数の一部を使用した手法
である。（手法 1）については、すでに記述済である
ので説明は割愛し、ここでは（手法 2）について記述
する。土壌雨量指数（以降は「SWI」と称す）は本
誌読者の多くの方にとって馴染み深いものではある
が、SWI が示す中身の再確認の意味も含めて記述す
る。SWI の原型は Sugawara（1961）によって提案さ
れた直列タンクモデルを用いた降雨流出解析モデルで
あり、現在 SWI として使用されているのは Ishihara 
and Kobatake （1979）により提示されたものである。
タンクモデルは一般に概念モデル（あるいは応答モ
デル）と最近では認識されることも多いが、降雨の
土層への浸透－河川への流出における各プロセスを
考慮に入れており、概念モデルよりも寧ろ Process-
based hydrological model と認識するのが相応しい。

図-9にタンクモデルによる降雨 - 流出過程の基本フ
レームと現在 SWI として使用されている Ishihara and 
Kobatake （1979）によるモデル化ならびに計算結果の
概念図を示す。なお図-9（a）に示す各流出過程の基本
フレームの概念はあくまでイメージでありそこで使わ
れている流出のタームが必ずしも文字通りの意味でな
いことは断っておく。しかしながら図-9には表層から
深くなるほど各層の貯留高（地下水位に相当）が降雨
に対して遅れて反応することが示されている（図-9（c）
参照）。このことは降雨の土層への浸透プロセスにお
ける各層の地下水位変化が反映されていることを明確
に示す。これはタンクモデルの直列構造によるもので
ある。SWI 自体は各層のタンクにおける貯留高の合計
値を土層中に浸透した降雨量と見做して使用されてい
るが、表層崩壊を対象にしていること、1 段目タンク
貯留高が森林植生の違いが表層崩壊の発生タイミング
に与える影響を評価する上で一定程度の妥当性を有す
ることが Sato, et al.（2023）によって提示されている
ことから 1 段目のタンク貯留高（以降は「S1」と称する）
の値を使用する。なお S1 の値は 1950 年 1 月 1 日 0 時
を起点に 2023 年 12 月 31 日 24 時までの期間を気象庁
所管の大島特別地域気象観測所の前 1 時間降水量デー
タを使用して計算した。なお計算の際には、I-D と異
なり各降雨イベントに区分することなく連続して計算
している。

森林閾値に対応する降雨外力の定義について述べ
る。『災害発生前後の時間帯のどこかに存在する降雨
外力が森林閾値であり、言い方を変えれば森林状態の
変化に対応した森林の防災・減災機能の限界値という
ことになる。』と前述したが、両台風の災害発生時間
帯が 1 時間の幅で特定されていることから、最初の時
刻と 1 時間後の時刻における降雨外力の平均を森林閾
値に対応する降雨外力として定義した。例えば 2013 年
の場合は 10 月 16 日 2 時から 3 時の間で崩壊・土石流
が発生していることから、10 月 16 日 2 時と 3 時の S1
もしくは継続時間 D に対応した各値の平均値が森林閾
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 図-9 　�降雨 - 流出過程の基本フレームとモデル化ならびに計算結果の概念図
（a）基本フレームの概念図。（b）3 段直列タンクによるモデル化 （Ishihara and Kobatake, 1979）。（c）各タンクにおける貯留高の計算結果概念図。
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一般化極値分布を適用して確率年による評価も実
施した。はじめに（評価 1）による結果を図-10に
示す。本図が示す短期間（1958 年 9 月25日 -26日と
2013 年 10 月15日-16日の 2日間）における森林閾値は
1958 年から 2013 年にかけて I-D による平均降雨強度
が 3.2mm/h（D=134h）から 27.3mm/h（D=19h）へ、
S1 が 157.9mm から 205.7mm へと増加していると評価
される。なお D=134h と 2 日間の対応および森林閾値
の算出の具体については末尾に補足を付したので必要

値として定義される。
以上の定義による森林閾値の評価は次の 2 つによっ

て行った（図-10、11および表 -1参照）。
（評価 1）1958 年と 2013 年の両台風における台風期間
を対象とした短期間における評価

（評価 2）1950 年から 2023 年までの 74 年間を対象と
した長期間における評価
の 2 つである。

また（評価 2）においては L モーメント法による
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 図-11 　�1950 年から 2023 年までの平均降雨強度、1 段目タンクの貯留高の各年最大値と森林閾値の変化
図の上段から順に、D=19 時間の平均降雨強度、D=134 時間の平均降雨強度、1 段目タンクの貯留高の変化を示している。a1-3 および
b1-3の黒実線は年最大の値および確率年を、そしてa1-3、b1-3の赤実線は森林閾値の候補を各々示す。なお図中の赤数字は災害発生年を示す。

 図-10 　�1958 年、2013 年の台風期間における I-D と S1 の時間変化および森林閾値
（a1、b1）継続時間 134 時間および 19 時間の平均降雨強度の時間変化。（a2、b2）1 段目タンク貯留高 S1 の時間変化。図中の灰色網掛け
部分は災害発生時間帯を、赤実線および赤数字は森林閾値ラインおよびその値を各々示す。
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いる。近年では土砂・洪水氾濫、あるいは流木災害と
いう現象が顕在化しているように感覚として認識して
いるが、ここで示した結果（特に図-11（a3）、（b3））は、
図-2（b）で示した『森林蓄積と水害による死者・行方
不明者数の関係』と対応しているのかもしれない。

4. おわりに
閾値に関連して思いついたことを記述してきたわけ

であるが、やはり自分の中では興味深い言葉であると
再度確認した次第である。特に防災に関わる多くの読
者にとって災害リスクを評価することは極めて重要な
事である。だからこそ、閾値という視点から災害リス
クについて考えてみることは意義があると信じたい。
そして『評価』という言葉であるが、どんな対象で
あっても（特に「定量的評価」の場合は）、共通の物
差しが必須であろう。その意味において、対象場の植
生・地形・地質・気象特性等の多くの要素を考慮した
丁寧な評価も大事ではあるが、その一方でどこにでも
使用できる一般的かつできるだけ簡便な物差しが必要
であると信じている。本稿で示した手法がこれに該当
するかは読者の判断に委ねるが、複雑で込み入った操
作は全く行っていないし、最先端（State of the Art）
とされる生成 AI 等の道具もここでは使用していない。
なお文章中に『誰にとっても理解しやすい云々』等の
表現が散見されるが、これは敢えてそのようにしてい
る。なぜならば、防災は専門家だけの問題ではなく、
災害リスクがある地域に暮らす全ての人々にとって切
実な問題であるからである。つまり多くの人にとって
理解するのが困難な手法等によって災害リスクを説明
するのは避けるべき事であると信じている。もちろん
私の文章が理解しづらいかもしれないが、できる限り
簡単に記述したつもりである。加えて学術論文として
特に大事なことは、誰もがもととなるデータにアクセ
スでき、それによる再検証が誰でも簡単に実施できる
ということである。本稿は学術論文という性質のもの
ではないが、この点も意識して記述している。本稿で
使用したデータは全て公開されている。

なお本稿のページ数は 2-3 頁程度ということであっ

に応じて参照されたい。この森林閾値の変化は、図-6
に示した 1958 年から 2013 年にかけての樹木バイオマ
ス量の増加に対応していると考えることができる。次
に（評価 2）による 1950 年から 2023 年までの結果を
図-11に示す。なお（評価 2）においては森林閾値と
樹木バイオマス量は線形関係を示すとの仮定を置いて
いる。本図から I-D による評価の場合、樹木バイオマ
ス量による森林閾値の増加を考慮したとしても、降雨
外力が閾値を大きく上回る年が存在することがわかる

（図-11（a1）、（a2）、図-11（b1）、（b2））。 ち な み に 降
雨外力が閾値を大きく上回った年は 1982 年であるが、
同年に 1958 年および 2013 年規模の土砂災害は発生し
ていない。その一方で 1 段目タンク貯留高の S1 による
森林閾値を降雨外力が超えた年は災害発生の 1958 年
と 2013 年の 2 か年のみであることがわかる（図-11
（a3）、（b3））。つまり 2 つの評価法を比較すると S1 に
よる評価の方が I-D と比べて整合性のある結果を示し
ている。ただし I-D による評価では各降雨イベントに
おける初期水分条件の違いを把握することの重要性が
従来から指摘されているにも関わらず（例えば Sidle 
and Ochiai, 2006）、本稿における検討では、これを考
慮に入れずに行っていることに原因があるのかもしれ
ない。S1 の場合は 1950 年から 2023 年まで 74 年間連
続して計算したことにより、初期水分条件の違いを特
に意識することなく考慮にいれていたことで I-D と比
較して整合性のある説明が可能になったのかもしれな
い。検討事例の最後としてまとめたものを表 -1に示
す。本表は崩壊地周辺の樹木バイオマス量に対応した
森林閾値を示したものである。矛盾なく全期間をとお
して整合性のある解釈が可能な S1 においては 1958 年
から 2013 年までの樹木バイオマス量の変化に対応し
て、貯留高および確率年による森林閾値が 157.9mm か
ら 205.7mm、24.4 年から 87.5 年とそれぞれ増加してい
ることがわかる。以上のことは樹木バイオマス量の増
大に伴い崩壊を引き起こすのに必要な雨量が増加して
いることを示す。このことは森林閾値を大きく超える
豪雨外力によって崩壊が発生すると樹木バイオマス量
が低い状態と比較して多量の水分および流木を含んだ
土砂流出等によって被害が拡大化することも意味して

1958年 2013年 2013年
 降雨強度（D=19h) 17.9 27.3 8.3 40.4
 降雨強度（D=134h) 3.2 3.9 6.2 14.1

1段目タンク貯留高(S1) 157.9 205.7 24.4 87.5
樹木バイオマス量(t/ha) 260 397 260 397

降雨外力
森林閾値（Threshold）

降雨強度 (mm/h)および1段目タンク貯留高(mm) 確率年 (years) 

1958年

表-1  1958年と2013年の崩壊地周辺の樹木バイオマス量に対応した森林閾値の変化
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国土地理院（2013）、平成 25 年（2013 年）台風 26 号および台風
27 号による大雨に関する情報、https://www.gsi.go.jp/BOUSAI/
h25-taihu26-index.html、2018 年 7 月 4 日アクセス

国土交通省（2023）、明治以降の水害被害額等の推移、
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=da
taset&data=1&metadata=1&toukei=00600590&query=%E6%
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https://jfs-q.jp/kfr/72/p137-140.pdf
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ages. Sci Rep 13, 14258 （2023）,
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たが、結果としてその閾値を大幅に超えてしまったこ
とは申し訳なく考えている。言い訳には全くならない
が閾値を知る（あるいは知った）ものが閾値に適応し、
それを超えることができるのであろうとも思う（私が
全然適応できていないことは本稿のページ数を超えて
いることからも明らかである）。もっとも自分の意思
に関係なく自然に超えてしまう閾値も存在するのと同
時に超えてはいけない閾値も存在するのは多くの方が
経験的に知るところである。それはさておき、本稿の
内容が本誌読者にとって多少なりとも何らかの考える
キッカケにでもなれば幸いである。

【補足：1958 年 9 月 25 日 -26 日の 2 日間と継続時間
D=134h の対応関係ならびに森林閾値の算出につい
て】1958 年の台風期間に I-D を適用すると降雨開始時
刻（9 月 21 日 3 時）から 133 時間 -134 時間後（9 月
26 日 16 時 -17 時）の 1 時間の間に崩壊が発生している。
これにより継続時間 D は 134 時間となる。9 月 26 日
16 時における 134 時間前からの積算雨量は 382.7 mm、
9 月 26 日 17 時の 134 時間前からの積算雨量は 470.2 
mmであり、両時刻の平均積算雨量は426.5 mmとなる。
森林閾値の平均降雨強度はこの平均積算雨量を継続時
間 D の 134 時間で除することにより、3.2 mm/h とし
て算出される。
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